
令和 3年度 6月補正予算（案）の概要 

 

 

国からの要請に基づき、65 歳以上の高齢者への新型コロナウイルスワクチン接種

を 7月末までに終えるために大規模接種会場を設けるなど、緊急を要する経費につい

て補正予算を編成しました。 

1 予算の規模 

                     （単位：千円） 

会 計 名（補正号数） 補正前の額 補正額 計 

一 般 会 計 (第 3 号) 33,566,620 292,485 33,859,105 

国民健康保険特別会計 (第 2 号) 9,645,000 3,274 9,648,274 

 

2 補正予算（案）の内容 

【一般会計】 

(1) 新型コロナウイルスワクチン接種スケジュールの前倒しなど【国庫補助】   

 304,670 千円  

［健康福祉部 ワクチン接種対策室］ 

［総務部 総務課］ 

国からの要請に基づき、65 歳以上の高齢者へのワクチン接種を 7月末までに終

えるため、新たに旧志染中学校に大規模接種会場を設け、接種スケジュールを前

倒しします。 

あわせて、コールセンターでの予約受付体制の強化など、円滑にワクチン接種

を進めるために必要な予算を追加します。 

（単位：千円） 

区 分 主な内容 補正額 

接種案内等 予約お知らせ等の発送物の追加等 5,500 

 
予約受付コールセンターの体制強化 

（5回線から 23 回線に増設） 
72,000 

集団接種 
ワクチン接種体制の強化、 

接種費用の増額 
136,700 

 大規模接種会場（旧志染中学校）設置 75,870 

個別接種 ワクチン配送費用の追加など 14,600 

合 計  304,670 

※コールセンターの体制強化や大規模接種会場の準備など、緊急に対応が必要

なものについては現計予算を流用し、先行して実施しています。 
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(2) 大豆の生産性向上の取組を支援【県補助】          3,010 千円  

［産業振興部 農業振興課］ 

大豆の生産拡大と収量・品質の向上等に取り組む産地に対して、新たな技術の

導入を支援し、産地の生産体制の強化、収益性・生産性の向上を推進します。 

（支援内容）・生産性向上に向けた機械・施設の導入を支援（補助率：1/2） 

      ・生産性向上に向けた営農技術の導入を支援（補助率：定額） 

 

(3) 小規模集落の元気度調査を実施【県補助】          1,200 千円  

［市民生活部 市民協働課］ 

50 戸以下かつ高齢化率 40％以上の小規模集落住民に対するアンケート等を行

い、集落の現状と今後の意向等を調査します。調査結果については、兵庫県に報

告し、今後の課題解決に向けた対策について兵庫県とともに検討を進めます。 

（調査対象）小規模集落に該当する 29 自治会のうち 15 自治会 

  

(4) 緑が丘町まちづくり協議会の音響設備の更新を支援      2,300 千円  

［教育総務部 生涯学習課］ 

宝くじを財源とした一般財団法人自治総合センターのコミュニティ助成事業を

活用し、緑が丘町まちづくり協議会が屋外イベント等で使用する音響設備の更新

を支援します。 

 

(5) 子育て世帯生活支援特別給付金の支給（システム改修）【国庫補助】 1,500 千円  

［健康福祉部 子育て支援課］ 

住民税非課税の子育て世帯のうち、ひとり親以外の世帯への「子育て世帯生活

支援特別給付金」の支給にあたり、市が把握している既存の情報を活用してでき

るだけ申請を不要とするために必要なシステム改修を行います。 

 

(6) 事業の中止等による予算の減額              △20,195 千円  

［市民生活部 市民協働課 ほか］ 

みっきぃ夏まつりなど、既に中止や縮小が決定している事業の予算を減額しま

す。 

 

 



中止等により予算を減額する事業一覧 

事業名 補正予算額 所管課 

みっきぃ夏まつり △16,800 市民協働課 

別所公春まつり △700 市民協働課 

鍛冶でっせ（三木金物フェア事業補助金） △2,500 商工振興課 

消防大会、消防操法大会 △195 消防本部 

合 計 △20,195  

 

【国民健康保険特別会計】 

(7) 医療費データの分析により交付金を確保            3,274 千円  

［健康福祉部 医療保険課］ 

「結核性疾病及び精神病」に係る医療費の割合に応じて交付される県の特別調

整交付金の申請に必要な医療費の分析・集計を行い、交付金の確保に努めます。 


